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第４期第２四半期（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 
 

四 半 期 報 告 書 
 









５ 当社は、平成19年２成

生 冾ﾆしてﾍ、£ﾊ株式�嵩唳株式分割っ9ｺう影響を加味し香Ak�

  （参考ｱj  



(2)a提出会社の経営指標等の推移 

  







  

当第２四半期連結会計期間における重要な関係会社の異動は以下のとおりであります。 

  
（異動） 

異動があった重要な関係会社の内容は以下のとおりであります。 

  

 
（注）１a「議決権の所有割合」欄の（ ）内は、子会社による間接所有の割合（内書き）であります。 

２ 「当社との関係内容」の「役員の兼任等」欄の（ ）内は、当社の役員（内書き）であります。 

   ３ 三菱ＵＦＪニコス㈱は、当社の株式交換完全子会社となりましたが、当社はその後株式を一部売却いたし

ました。同社は、有価証券報告書の提出会社であります。 

  

（新規） 

新たに重要な関係会社となった会社の内容は以下のとおりであります。 

 
（注）１a「議決権の所有割合」欄の（ ）内は、子会社による間接所有の割合（内書き）であります。 

   ２aa連結子会社であるMitsubishi腩銍腪艐
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第２a【事業の状況】 













［経営成績の分析］ 

  

 
  
  

 
＊与信関係費用総額＝信託勘定与信関係費用(連結業務粗利益内)＋一般貸倒引当金繰入額＋与信関係費用(臨時損益

内)＋偶発損失引当金戻入益(与信関連)(△は費用) 

  

(単位：億円)
前中間連結
会計期間 
(A)

当中間連結 
会計期間 
(B)

前中間連結
会計期間比 
(B－A)

連結業務粗利益(信託勘定償却前) 17,968 16,965 △1,003

資金利益 9,667 9,705 37

信託報酬 789 670 △118

役務取引等利益 5,471 5,050 △421

特定取引利益 1,891 1,251 △640

その他業務利益 147 286 139



［財政状態の分析］ 











    

［国内・海外別預金残高の状況］ 

○ 預金の種類別残高(末残) 

  

 
(注)a１ 「国内」とは、当社及び国内連結子会社(海外店を除く)であります。「海外」とは、国内連結子会社の海外

店及び海外連結子会社であります。 

２ 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

３ 定期性預金＝定期預金＋定期積金 

４ 「相殺消去額」とは、連結会社間の内部取引等に係る消去額合計であります。 

  

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計 
平成19年９月30日 102,171,270 17,069,644 1,610,082 117,630,832

平成20年９月30日 104,004,863 16,951,559 1,158,026 119,798,396

 うち流動性預金 
平成19年９月30日 57,595,356 6,234,031 414,650 63,414,737

平成20年９月30日 56,059,587 6,156,365 275,033 61,940,920

 うち定期性預金 
平成19年９月30日 39,054,442 10,505,326 1,159,736 48,400,032
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(注) 清算事由、支払不能事由又は規制事由 
清算事由： 
(ⅰ)日本法に基づき当社の清算手続が開始された場合、又は(ⅱ)日本の管轄裁判所が、(a)破産法に基づき当
社の破産手続開始の決定を行った場合、若しくは(b)会社更



 
(注) 清算事由、支払不能事由又は規制事由 
清算事由： 
(ⅰ)日本法に基づき当社の清算手続が開始された場合、又は(ⅱ)日本の管轄裁判所が、(a)破産法に基づき当
社の破産手続開始の決定を行った場合、若しくは(b)会社更
�a)i









    

 
（注）清算事由、支払不能事由又は規制事由 
清算事由： 
(ⅰ)日本法に基づき当社の清算手続が開始された場合、又は(ⅱ)日本の管轄裁判所が、(a)破産法に基づき当
社の破産手続開始の決定を行った場合、若しくは(b)会社更生法に基づき当社の事業の全部の廃止を内容とす
る更生計画案の作成を許可した場合 
支払不能事由： 
当社について、(ⅰ)破産法における支払不能が発生した場合、(ⅱ)当社の負債(基本的項目にかかる借入もに"�ﾙW�と画圭算作�編剩ｻ��の廃.ﾐ*iか�9�E不能が発生した場合"ﾍ(ⅱ)添法におｾ~のｬI>ﾐ決定芥剃３��ｭi判迪もぱる支払廣��おど渇&ｪ畠琶}�ｶ法に関級'¥決定を行った場合 



(2)aキャッシュ・フローの状況 





第３a【設備の状況】 

１ 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、重要な異動があった主要な設備の状況は以下のとおりでありま

す。 

  (銀行業) 

重要なものはありません。 

  

  (信託銀行業) 

重要なものはありません。 

  

  (証券業) 

重要なものはありません。 

  

  (クレジットカード業) 

重要なものはありません。 

  

  (その他) 

重要なものはありません。 

  

２ 設備の新設、除却等の計画 

  

( (銀行業) 

重要なものはありません。 

  

  (�M託銀行業)  」中：ｨｴﾈﾝｨｰぉ｢ﾍ�除�

  (ぺ券業) 

重要なものはありません。 

  甑�>�A結井��でＪ$ﾙ�Xｾ(ﾗ8,1�ﾀ域遡�ｴう�8ｨ��uﾉ閧ｰぉ｢ﾍﾅﾏ�1�





  











(3)a残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、本優先株主に対し、普通株主に先立ち、本優先株式１株につき1,000円を支

払う。本優先株主に対しては、そのほか、残余財産の分配は行わない。 

(4)a優先順位 

本優先株式の優先配当金、優先中間配当金および残余財産の支払順位は、他の優先株式と同順位とする。

(5)a議決権 

本優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。ただし、本優

先株主は、優先配当金を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されないときはその総会より、その議案が

定時株主総会において否決されたときはその総会の終結の時より優先配当金を受ける旨の決議がある時ま

では議決権を有する。 

(6)a優先株式の併合または分割、募集新株の割当てを受ける権利等 

法令に別段の定めがある場合を除き、本優先株式について株式の併合または分割は行わない。本優先株主

には募集株式の割当てを受ける権利、または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。また、本

優先株主には株式無償割当て、新株予約権の無償割当ては行わない。 

(7)a取得請求 

① 取得を請求することができる期間 

本優先株式発行の日から平成21年７月31日までとする。 

②







 





 











 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

３a【役員の状況】

─ 54 ─







(単位：百万円)

前中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部    

















  

 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

MitsubishiaUFJaTrust
 Internationala 
 Limited 
MitsubishiaUFJa 
 Securitiesa(HK)a 









  

 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

―――
a

(4)a開示対象特別目的会社
に関する事項 

①a開示対象特別目的会

社の概要及び開示対象

特別目的会社を利用し

た取引の概要 

 当該流動化にあた

り、特別目的会社(主

にケ�

せ会勺ﾐを利用�







 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連決
(自 平是
至 平是

(自 平成19年４月１日 
至 平是

摯ｪ烹9�0K用の9�4連� 

 該9h*�.�-ﾈ+� 摯ｪ烹9�0K用の9�4連� 

 該9h*�.�-ﾈ+�
摯ｪ烹9�0K用の9�4連� 

 該9h*�.�-ﾈ+�摯ｪ烹9�0K用ぬ�4�¥ 



 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

(4)a他の会社等の議決権の



 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

  



 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

至�層



 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 





  

 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

  

（追加情報） 

 従来、「有価証券」に



(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

(B)a金銭の信託において

信託財産を構成してい

る有価証券の評価は、

上記(1)及び(2)(A)と

同じ方法によっており

ます。 

 なお、運用目的及び

満期保有目的以外の金

銭の信託の信託財産の

構成物である有価証券

の評価差額について

は、全部純資産直入法

により処理しておりま

す。 

(B)a



  

   





 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
�層
前中間連�9i�v期間

�層
��中間連結戒間



(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31ｭ@



  

 



 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前� 平成20年３月31日) 









 



(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連34陌D�%�
至 平成19�

前�9jﾔ連34陌D�%�
至 平成19�



  

 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

(会計方針の変更) 

 所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引につい

ては、従来、賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっておりました

が、企業会計基準第13号

「リース取引に関する会

計基準」(平成19年３月

30日 企業会計基準委員

会。以下「企業会計基準

第13号」という)及び企

業会計基準適用指針第16

号「リース取引に関する

会計基準の適用指針」

(平成19年３月30日 企

業会計基準委員会。以下

「企業会計基準適用指針

第16号」という)が平成

20年４月１日以後開始す

る連結会計年度から適用

されることになったこと

に伴い、当中間連結会計

期間から同会計基準及び

同適用指針を適用してお

ります。 

(借手側) 

 この変更による中間連

結貸借対照表等に与える

影響は軽微であります。 

(貸手側) 

 この変更により、従来

の方法によった場合と比

�"�



 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

(17)重�詮@ 体 Y ｮ ゑ k 熕 h ｯ ' a � 、



   ( 自  平 成 1 9 年 ４ 月 １ 日  至  平 成 1 9 年 ９ 月 3 0 日 )  前 中 間 � ( 自  平 成 2 至  平 成 2 当 中 間 � ( 自  平 成 1 9 年 ４ 月 １ 日  至  平 成 2 前 � の 他 有 価 証 券 に 区 分 し の 乖 � ¥ � : N � � 乖 膸 Ｙ , � 郁 顥 } 馼 р ﾉ 7 x 6 ( 5 y � � ｵ Ｋ ず " ﾄ 轌 . 奄 ｸ " ﾄ * ь 燕 ﾅ 5 t 詹 & 狽 ﾉ ｭ j Ｙ , 因 I | v , � � � ﾈ � % ｪ 鵠 昆 : 刺 * J 決 7 x 6 ( 5 t 轌 . 縁 � ﾗ 5 ﾏ ﾏ 脂 彩 Ｙ � *  � � � � 祷 ｷ 剥 � % ｦ 期 ﾌ Y . 焔 � ｼ h 顥 ¥ ｨ ｢ ﾄ � 9 < 6 h 6 ( 4 N 5 姐 剥 � 一 梔 固 ｻ � � ー ピ 6 ( < v 竧 � � ﾏ , � 一 梔 固 U の 乖 � ¥ � : N � � 乖 膸 Ｙ , � 郁 顥 } 馼 р ﾉ 7 x 6 ( 5 y � � ｵ Ｋ ず " ﾄ 轌 . 奄 ｸ " ﾄ * ь 燕 ﾅ 5 t 詹 & 狽 ﾉ ｭ j Ｙ , 因 I | v , � � � ﾈ � % ｪ 鵠 昆 : 刺 * J 決 7 x 6 ( 5 t 轌 . 縁 � ﾗ 5 ﾏ ﾏ 脂 彩 Ｙ � *  � � � � 祷 ｷ 剥 � % ｦ 期 ﾌ Y . 焔 � ｼ h 顥 ¥ ｨ ｢ ﾄ � 9 < 6 h 6 ( 4 N 5 姐 剥 � 一 梔 固 ｻ � � ー ピ 6 ( < v 竧 � � ﾏ , � 一 梔 固 U の 乖 � ¥ � : N � � 乖 膸 Ｙ , � 郁 顥 } 馼 р ﾉ 7 x 6 ( 5 y � � ｵ Ｋ ず " ﾄ 轌 . 奄 ｸ " ﾄ * ь 燕 ﾅ 5 t 詹 & 狽 ﾉ ｭ j Ｙ , 因 I | v , � � � ﾈ � % ｪ 鵠 昆 : 刺 * J 決 7 x 6 ( 5 t 轌 . 縁 � ﾗ 5 ﾏ ﾏ 脂 彩 Ｙ � *  � � � � 祷 ｷ 剥 � % ｦ 期 ﾌ Y . 焔 � ｼ h 顥 ¥ ｨ ｢ ﾄ � 9 < 6 h 6 ( 4 N 5 姐 剥 � 一 梔 固 ｻ � � ー ピ 6 ( < v 竧 � � ﾏ , � 一 梔 固 U



 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

 なお、平成14年度末

の連結貸借対照表に計



 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

(ロ)為替変動リスク・ヘ

ッジ 

 国内銀行連結子会社

及び国内信託銀行連結

子会社の外貨建の金融

資産・負債から生じる

為替変動リスクに対す

るヘッジ会計につい

て、業種別監査委員会

報告第25号「銀行業に

おける外貨建取引等の

会計処理に関する会計

上及び監査上の取扱

い」(平成14年７月29

日 日本公認会計士協

会。以下「業種別監査

委員会報告第25号」と

いう)に基づき、外貨

建金銭債権債務等�

にヘッズ対���







 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

(会計方針の変更) 

 実務対応報告第18号



 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前�
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当�
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会�

 この変更により、従来

の方法によった場合�

較して、「その他資産」

が21,136百万円減少、





  

 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

――――― (マスターネッティング契約に基づ
くデリバティブ取引相殺表示) 
 従来、同一相手先とのデリバティ
ブ取引の時価評価による金融資産と
金融負債については、法的に有効な
マスターネッティング契約を有する
場合には、その適用範囲で相殺し表
示しておりましたが、当中間連結会
計期間より、これらの金融資産及び
負債を総額で表示する方法に変更し
ております。 
 これは、デリバティブ取引に係る
担保金が増加基調にあることに鑑
み、信用リスクを適切に表示する観
点から検討した結果、デリバティブ
取引の時価評価による金融資産・負
債のみを相殺表示する合理性が薄れ
ており、原則通り総額で表示するこ
とがより適切との判断に至ったもの
であります。 
 この変更により、従来の表示方法
によった場合と比較して、中間連結
貸借対照表については、「特定取引
資産」が 3,336,769百万円増加、







【注記事項】 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

 
  

前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) (平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

※１ 有価証券には、関連会社の株

式209,910百万円及209



 
  

前中間連結会計期間末





 
  

前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) (平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

※８ 当座貸越契約及び貸付金に係

るコミットメントライン契約

は、顧客からの融資実行の申し

出を受けた場合に、契約上規定

された条件について違反がない

限り、一定の限度額まで資金を

貸付けることを約する契約であ





 

前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) (平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

※10 有形固定賜

※10 有 形固定賜

※10 有 形固定賜





(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：千株） 

 
(注)a１ 普通株式数の増加10,850,782千株は、株式分割によるものであります。 

２ 第一回第三種優先株式数の増加99,900千株は、株式分割によるものであります。 

３ 第八種優先株式数の増加17,682千株は、株式分割によるものであります。 

４ 第十一種優先株式数の増加0千株は、株式分割によるものであります。 

５ 第十二種優先株式数の増加33,666千株は、株式分割によるものであります。 

U  普 通 株 史 ﾁ 1 0 , 8 5 0 , 7 8

ﾁ 1 0 , 6 1 3 , 4 3 U  第 一 回 第 三 種 優 先 株 史ﾁ 1 : 9  1 : U  第 八 種 優 先 株 史ﾁ 1 7 ' 1 : U  第 十 一 種 優 先 株 史ﾁ ( � U  第 十 二 種 優 先 株 史ﾁ 3 3 ' 1 : 蓄 � ｬ � � � � � 2ﾌ 自 己 株 史  U  普 通 株 史





Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：千株） 

 
(注)a１ 普通株式数の増加72,035千株は、第八種優先株式を一斉取得し交付したもの及び第十二種優先株式の取得請

求を受け交付したものであります。 

２ 第八種優先株式の減少17,700千株は、一斉取得した当該優先株式を消却したことによるものであります。 

３ 普通株式の自己株式の増加3,216千株は、単元未満株及びその他の買ﾉ�ﾏ�ｮの増賀斉�求を受け交間自.ﾗ

求 を３  普 通 株 八 種 優 先 株 式 B ﾌ 絃 取 得 請求 を ﾘ . � , ﾈ , X * � , X * � . � - ﾈ + x � " �



    

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

  





    









    

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

(貸手側) 

・リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間連結会計期間

末残高 

―――――――――――

a

a

(貸手側) 

・有形固定資産及び無形固定資産

に含まれているリース物件の取

得価額、減価償却累計額及び年

度末残高 

 取得価額 

 

有形固定資産 512,665百万円

無形固定資産 66,094百万円

合計 578,760百万円

 取得価額 

その他の有形 

固定資産 
510,617百万円

その他の無形 

固定資産 
70,089百万円

鴻儷9cの

固定資産 

無 形 固 � - ㈹ � # 0 6 6 , 0 9 4 百 万 円



(有価証券関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末 

※１ 中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、並びに「買入金銭







    

  なお、破綻先とは、破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実

が発生している発行会社、実質破綻先とは、実質的に経営破綻に陥っている発行会社、破綻懸念先とは、今

後、経営破綻に陥る可能性が大きいと��Xb｢巻(.價ﾘﾗ8檍�,�X�(�-ﾋh~8ﾉ陥る可能性ぐﾒ営��ぐ
い寂ﾜｶ�堅ｭ

  



Ⅲ 前連結会計年度 

※１ 連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の有価証券、「現金預け金」中の譲渡

性預け金、並びに「買入金銭債権」中の有価証券及び商品投資受益権等を含めて記載しております。







(その他有価証券評価差額金) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末 

○その他有価証券評価差額金(平成19年９月30日現在) 

中間連結貸借対照表に計上されている「その他有価証券評価差額金」の内訳は、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注)a



 

‡ V  ‘O

• › ‚ » ‚ Ì ‘ ¼ — L ‰ ¿ • Ø Œ ” • ] ‰ ¿ • · Š z ‹ à ( • ½ • ¬ 2 0 ” N ‚ R Œ Ž 3 1 “ ú Œ » • Ý )  

½ • ¬ 2 � 1









    

Ⅱ 当� a ,� a ,

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)金融商品取引所 通貨先物 375,022 19 19

店頭 

通貨スワップ △108,62� △108,62�為替予約 I5,042,677 173,677 173,677











    

(%��竧処,ﾈ鳧廂9�,亊h+x.倬hﾘ 

 ��

  

 
(,�*���ｼh顥¥ｨｬHﾛ��X檠_�ﾙ��c#Hﾘi9�,舒�,8*ｸ7x6�5x檍ﾇh/�4ｹw�+X,H*(.�6h8ｨ6�6X4�7X竧処,ﾘ���8ｴﾈｴﾈﾝｨ*(%��鳧廁,ﾈ蟀.�(竧処�竧処,�,(*(,H,ﾘ��8ﾈｹ霎�uｨ竧処�9�,�*�*�.俐X�,ﾈ廁ｦ�,�.h,�,H*�.�-ﾈ+x� 店頭取引については、割引現在価値もオプション価格計算モデル等により算定しております。�

( ﾅ � � ｧ ｩ 9 " 蔚 9 i ﾈ 冷 " 蔚 9 i ﾈ 冷 ( ｾ � y � � i Z �

( ｾ � y � 4 � 7 h 5 h 8 x 9 0







(5)a商品関連取引(平成20年３月31日現在) 

  

 
(注)a１ 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 
２ 時価の算定 
取引所取引については、国際石油取引所等における最終の価格によっております。 
店頭取引については、取引対象物の価格、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素に基づき算
定しております。 
３ 商品は主に石油に係るものであります。 

  

(6)aクレ�ﾍ

   (注)�a１ 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 
２ 時ま� 

３ 商品は主に石掃

  

( 6 ) aクレ�ﾍ

   



(ストック・オプション等関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至�僖�%8ﾈ�



Ⅲ 前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

１ ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

営業経費 2,509百万円 

２ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)a当社 

① ストック・オプションの内容 

 
(注)a株式数に換算して記載しております。 

  

② ストック・オプションの規模及びその変動状況 





(2)a連結子会社(カブドットコム証券株式会社) 

① ストック・オプションの内容 

 
(注)a１ 同社の株式数に換算して記載しております。 

２ 平成15年ストック・オプション及び平成16年ストック・オプションについては、平成16年９月28日及び平成

17年７月20日それぞれにおいて、同社は１株を３株とする株式分割を実施しているため、ストック・オプシ

ョン数は分割後の数値によっております。 

３ 平成16年ストック・オプションの付与対象者である同社の監査役１名は、平成16年６月22日開催の同社株 

主総会において同社の監査役を退任し、同社の取締役に就任しております。 

  

② ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数に

ついては、株式数に換算して記載しております。 

(イ)ストック・オプションの数 

 
  

平成15年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成18年 
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 
(名)(注)３ 

同社取締役 1

同社従業員 36

同社取締役 1

同社監査役 1

同社従業員 4

同社取締役 1

同社執行役 1

同社従業員 31

株式の種類別のストック・ 
オプションの数 
(株)(注)１、２  

同社普通株式 12,861
 
同社普通株式 1,854

 
同社普通株式 4,314

付与日 平成15年12月31日 平成16年４月30日 平成18年３月31日 

権利確定条件 

新株予約権の割当を受けた
者は、権利行使時において� �









当中間連結会計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

  

 
(注)a





【所在地別セグメント情報】 

前中間�(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

   
(注)�a１ 当社及び�









(開示対象特別目的会社関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 





(企業結合等関係) 

 (共通支配下の取引等） 

 当社の連結子会社であるＵＦＪニコス株式会社は、平成18年12月20日開催の取締役会において、当社

の連結子会社である株式会社ディーシーカードとの合併契約書締結を決議し、平成19年４月１日、合併

いたしました。当該合併は共通支配下の取引等であり、その概要は次のとおりであります。 

1. 各結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに

取引の目的を含む取引の概要 

(1)a結合当事企業の名称及びその事業の内容 

   ① 結合企業 

     名称     ＵＦＪニコス株式会社 

     事業の内容  クレジットカード業 

   ② 被結合企業 

     名称     株式会社ディーシーカード 

     事業の内容  クレジットカード業 





4. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

 
  (2)a発生原因 

    被取得企業に係る当社持分増加額と取得原価との差額による。 

  (3)a償却方法及び償却期間     20年間で均等償却 

5. 企業結合日に受入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

 
  

 (共通支配下の取引等) 

 当社と当社の連結子会社である三菱ＵＦＪ証券株式会社は、平成19年９月30日付けで当社を株式交換





 共通支配下の取引等 

 (当社と三菱ＵＦＪニコス株式会社との取引等) 

 当社と当社の連結子会社である三菱ＵＦＪニコス株式会社(以下「三菱ＵＦＪニコス」という)は、平

成20年８月１日付けで当社を株式交換完全親会社、三菱ＵＦＪニコスを株式交換完全子会社とする株式

交換を行いました。当該株式交換は共通支配下の取引等であり、その概要は次のとおりであります。 



② 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

   (イ)株式の種類別の交換比率 



 １. パーチェス法を適用した場合 

 当社の銀行連結子会社である株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行(以下、三菱東京ＵＦＪ銀行という)は、平

成19年��!�疋外�ﾐば謦��俄ﾄ)ｨﾆいﾄﾍ：



  (4)a











(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日)

前連結会計年度

・付与日
  平成18年３月31日 
・行使期限 
aa 平成24年６月30日 
・権利行使価格 
  327,022円 
・当初付与個数 
   1,438個 
・19年９月末現在個数 
 aaaa1,214個 
a 

・付与日
  平成18年３月31日 
・行使期限 
aa 平成24年６月30日 
・権利行使価格 
  327,022円 
・当初付与個数 
   1,438個 
・20年９月末現在個数 
 aaaa1,214個 

・付与日 
  平成18年３月31日 
・行使期限 
  平成24年６月30日 
・権利行使価格 
  327,022円 
・当初付与個数 
   1,438個  
・20年３月末現在個数 
   1,214個 

エム・ユー・ハンズオ
ンキャピタル株式会社 
① 新株引受権（成功
報酬型ワラント） 
・付与日 
  平成12年12月18日 
・行使期限 
 aa平成22年12月１日 
・権利行使価格 
aaaaa65,000円 
・当初付与個数 
aaaaaa1,200個 
・19年９月末現在個数 
 aaaaaa375個 

エム・ユー・ハンズオ
ンキャピタル株式会社 
① 新株引受権（成功
報酬型ワラント） 
・付与日 
  平成12年12月18日 
・行使期限 
 aa平成22年12月１日 
・権利行使価格 
aaaaa65,000円 
・当初付与個数 
aaaaaa1,200個 
・20年９月末現在個数 
 aaaaaa375個 

エム・ユー・ハンズオ
ンキャピタル株式会社
① 新株引受権（成功
報酬型ワラント） 
・付与日 
  平成12年12月18日 
・行使期限 
  平成22年12月１日 
・権利行使価格 
  a65,000円 
・当初付与個数 
   1,200個  
・20年３月末現在個数 
    375個 

② 新株予約権（スト
ック・オプション） 
・付与日 
  平成15年５月20日 
・行使期限 
aa 平成22年12月１日 
・権利行使価格 
  120,000円 
・当初付与個数 
    585個 
・19年９月末現在個数 
 aaaaaa245個 
a 

② 新株予約権（スト
ック・オプション） 
・付与日 
  平成15年５月20日 
・行使期限 
aa 平成22年12月１日 
・権利行使価格 
  120,000円 
・当初付与個数 
    585個 
・20年９月末現在個数 
 aaaaaa245個 

② 新株予約権(スト
ック・オプション) 
・付与日 
  平成15年５月20日 
・行使期限 
  平成22年12月１日 
・権利行使価格 
  120,000円 
・当初付与個数 
    585個 
・20年３月末現在個数 
    245個 

ァ8�② 新株�Eｩ@予約権（スト
ック・オプション） 
・付与日 

・権利行使価格 
  120, 平寸� 平成22�
   1,200個  

 245個 
ァ8�② 新株�Eｩ@予約権（スト
ック・オプション） 
・付与日 

・権利行使価格 
  120, 平寸� 平寸�
   1,200個  

 245個 





(重要な後発事象) 

  

   

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

(三菱ＵＦＪニコス株式会社の第三
者割当増資引受） 
 当社は、平成19年９月20日開催の
取締役会において、三菱ＵＦＪニコ
ス株式会社が行う第三者割当増資を
全額引受けることを決議し、平成19
年 11 月 ６ 日 に 同 社 普 通 株 式
400,000,000株を取得いたしまし
た。 
 第三者割当増資の概要 
  払込期日 

平成19年11月６日 
 1�,000,彪像円
 1002209240559博
 1042209240559博
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(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

 ②a海外市場における募集�





 
  





(追加情報) 



(1)a第２四半期連結会計期間に係る損益計算書 



３【中間財務諸表】 
(1)【中間貸借対照表】 

(単位：百万円)

前中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 6,141 6,650 8,539

有価証券 107,900 93,700 41,600

未

 
6,650   

 

41,600

未未�未 �



(単位：百万円)

前中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部  





(3)【中間株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前中間会計期間 
(自a平成19年４月１日 
a至a平成19年９月30日) 

当中間会計期間 
(自a平成20年４月１日 
a至a平成20年９月30日) 

前事業年度の 
株主資本等変動計算書 
(自a平成19年４月１日 
a至a平成20年３月31日) 

株主資本



(単位：百万円)

前中間会計期間 
(自a平成19年４月１日 

a a平 成 1 9 博 ４ 3 獅 P 嚏 ﾔ  
( 自a平 # � 1 9 年 ４ 月 １ 日  

a a平 # � 1 9 博 ４ 3 獅 P 嚏 ﾔ ! ( 自a平成19年４月１日 

a a

















(企業結合等関係） 

平成19年９月30日付で三菱ＵＦＪ証券株式会社を株式交換により完全子会社化しておりますが、本件に関する

注記事項については、中間連結財務諸表に記載されているため、記載を省略しております。 

  

共通支配下の取引等 

三菱ＵＦＪニコス株式会社の完全子会社化 

当社と当社の子会社である三菱ＵＦＪニコス株式会社(以下「三菱ＵＦＪニコス」という)は、平成20年８月

１日を効力発生日として、当社を株式交換完全親会社、三菱ＵＦＪニコスを株式交換完全子会社とする株式交

換を行いました。当該株式交換は共通支配下の取引等であり、その概要は次のとおりであります。 

  

(1)a結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含

む取引の概要 

①結合当事企業の名称及びその事業の内容 

名称     三菱ＵＦＪニコス株式会社 

事業の内容  クレジットカード業 

②企業結合の法的形式 

株式交換による完全子会社化 

③結合後企業の名称 

三菱ＵＦＪニコス株式会社 

④取引の目的を含む取引の概要 





(重要な後発事象) 

  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前事業年度

(三菱Ｕ���発





 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前事業年度

(5）新株予約権を行使することがで
きる期間 
 平成19年12月６日から平成49年
12月５日まで  
(6）新株予約権の行使により株式を
発行する場合における増加する資
本金及び資本準備金に関する事項 
①a新株予約権の行使により株式
を発行する場合における増加
する資本金の額は、会社計算
規則第40条第１項に従い算出
される資本金等増加限度額の
２分の１の金額とし、計算の
結果生じる１円未満の端数
は、これを切り上げる。  
②a新株予約権の行使により株式
を発行する場合における増加
する資本準備金の額は、上記
①
にr闖

①

(5）新株予約権を行使Rｻﾛﾝｰ㊨ﾊ生で











 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前事業年度

(6)a取輊｣�2�
76)a
ｩO･









 
  

  
 

  

   

 
  

  
 

 

  

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループの平成２０年４月１日から平成２１年



 
  

  
 

  

   

 
  

  
 

 

  

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社三菱ＵＦＪ
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